
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [169,841円]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [98.1]

類似団体内順位

[ 104/113 ]

全国市平均

97.4
全国町村平均

93.5
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

75.0

100.1

82.4

95.1

98.1

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [11.92人]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [17.4%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [769,754円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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人件費・物件費等の
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   （国との比較）
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宍粟市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

◇財政力指数･･･人口の減少（国勢調査：10年前に比べ9.8％の減）や景気の低迷、市内に中心となる産業が少ないこと等が影響し、
財政基盤は弱い（類似団体平均△0.09、県内29市の中でも28番目）。平成17年4月1日に合併し、財政基盤の強化を図ったところであ
るが、歳入に占める地方税の割合は17.9％にとどまっている。今後は、税収の徴収率の向上対策等により歳入の確保に努めながら、
18年度に策定した総合計画に基づき、林業再生など地場産業の強化や少子化対策の推進等に取り組む。
◇経常収支比率･･･これまでの過疎対策事業やし尿処理施設の建設など、近年の社会資本整備に係る公債費や旧4町の合併と3事
務組合の市への編入に伴う人件費が嵩んでいるため、類似団体より悪い状況である。公債費は新規発行債の抑制により減少傾向に
あるが、人件費については、適正規模までの職員数の削減等が急務となっている。今後は、平成17年度に策定した定員適正化計画
に基づき、退職者の1/3補充を原則とした職員数削減に取り組む。また、給与等の適正化では、旅費等の見直し、特別職の報酬の
カットに加え、18年度からは各種手当の削減（調整手当5％の廃止など）を実施している。
◇人口1人当たり人件費・物件費 ･･･旧4町の合併等に伴い、人件費や施設の管理経費などの物件費（1人当たり額）が類似団体よ
り悪くなっている。今後は平成17年度に策定した行政改革大綱等に基づき、職員数の削減や指定管理者制度による民間委託の推進
（18年度に新たに20施設導入済）、行政評価システムの構築などに取り組み、経費の節減に努める。

◇人口1人当たり地方債現在高･･･平成17年度末の地方債残高は、普通会計で約350億円、全会計で約777億円である。1人当たりの
残高（普通会計）になおすと、類似団体と比較して悪い状況である。18年度以降は、投資的経費を原則として対前年度10％減と設定し、
新規発行債の抑制を図る。また、合併特例債等の交付税算入のある有利な地方債を計画的に活用することによって、実質的な後年度
の負担を見通しながら、財政の健全化に努める。
◇実質公債費比率･･･類似団体平均よりやや悪い（平均より＋1.3％）。長期的な視野にたって、地方債発行額を抑えることに努めてい
るが、今後、地域情報化の推進、小中学校の大規模改造など大型プロジェクトを控えているため、過剰投資、公債費負担増を招かない
よう、将来推計をもとに適正な判断によって財政運営を図る。
◇ラスパイレス指数･･･平成17年4月1日現在（99.3％）と比較し、1.2ポイントのマイナスとなっているが、類似団体の中では、高い数値を
示している。今後は、給与構造改革に伴う新給料表の適応や各種手当の見直しなどにより、給与の適正・改善を図る。
◇人口1,000人当たり職員数･･･旧４町の合併等に伴い、市の規模の割には職員数が多く、類似団体より人口1,000人当たり２人程度
多い状況となっている。今後は、平成22年4月1日を終期とした定員適正化計画の数値目標（平成17年度4月1日時点比較△59人
[△6.8％]）の達成にとどまることなく、毎年度計画の見直しを行い、職員数の削減に努める。


